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ハンガリー経済改革と外国貿易

平 泉 公 雄

はじめ1に

　1968年にハンガリーが経済改革を実施し，その中で

旧来の中央集権的指令型経済計直・管理システムを放棄．

し，これにかえて，「規制された市場」に基礎をおく間

接的経済計画・管理システムを導入したことは周知のこ

とである。経済改革の結果，旧システムの根幹であった

計画割り当て制と義務指標は廃止され，経済的規制用具

がこれらにとってかわった。68年経済改革が，60年代

前半に見られた経済成長率の全般的停滞に触発されたも

のであったこともよく知られている。経済改革の実現に

主要な役割を果した経済改革派の人々一口ェをシュ・

レジョー，ティマール・マーチャーシュ，チコーシュ・

ナジュ・ペーラetc・一は，この成長率鈍化の根本原因

を，次の点に，すなわち，ハンガリー経済がすでにエク

ステンシブな発展の余力を汲み尽していまやインチ・ンシ

ブな発展の可能性のみが残されている段階に到達したに

もかかわらず，旧来の計画・管理システムはこの新しい

課題に対応しえなくなっているという点に見い出した。

彼等によれば，インテンシブな経済発展は，商品・貨幣

カテゴリーの能動的利用，つまり市揚メカニズムの活性

化によってのみ可能になるとされたのである。

　新経済メカニズムの導入慨すでに』12年間が経過した。

この間の歩みはきわめて複雑な軌跡に色どられている。

これについては筆者自身すで1こある程度の検討を加えた

ことがあり1），ここで繰り返すことはしないが，結論の

みを言えば，①70年代前半に一連の後退現象が発生し

た，②だがその時にあっても経済改革の根幹は守り通さ

れ，た，③77年後半以降改革理念が復権し，経済改革の

新たな前進一経済改革の第2段階一が開始されてい

ると総括することができる。

　本稿で検討を加えようとする外国貿易問題は，ハンガ

リーの経済改革においてきわめて重要な位置を占めたし，

また現在も占めている問題である。それは，外国貿易が

　1）　平泉公雄「ハンガリー経済改革10年の道程」

『アジア経済』第20巻第5号，1979年5月，23～49
ページ。

ハンガリー経済を決定的に左右する程の重要性をもつと

ころから必然的に帰結されたことである。ハンガリー経

済は，①国内市揚が狭際であり，②農産物と一部の鉱物

資源（ボーキサイト，マンガン）を除き天然資源に乏しい

という制約をまぬがれないがゆえに，経済成長はそれ以

上のテンポでの貿易拡大をもたらすという宿命を背負っ1

ている。事実，輸出の対国民所得比率は，1949年の12％

から1959年には23％，1965年には33．4％，1970年には

36・8％，1976年には47・6％，1977年には50．2％，1978

年には47・3％へと一最近若干の低下が見られるとは

いえ　　急激な上昇を見せてい’る。これらの比率は，コ

メコン諸国の中でももっとも高い水準を代表するもので

あって，このこξは，ハンガリ」経済がいちじるしく開

放経済化した体質をもつことを如実に物語っている。

　かかる高度に開放経済化したン・ンガリー経済において

は，国内の生産活動は世界市場の動向を無視しては成り

立たないし，国犀経済全体の効率も世界市揚におけるハ

ンガリー産品の国際競争力と輸入原燃料の価格動向と切

り離しえないものとなる。しかもこうした事情は，ン・ン

ガリー貿易相手国の中で資本主義諸国の地位が急激に高

まってきたことによっていっそう重大な意義を有するも

のとなった。貿易総額に占める資本主義諸国の割合は，

これがもっとも落ち込んだ1953年には23．9％にすぎな

かったが，1960年には29・4％，1970年には33．6％へと

上昇し，1978年にはついに44．2％を占めるにいたって

いるのである。加うるに，ハンガリーにとっての資本主

義諸国の重要性は，対資本主義圏貿易収支が戦後ほぼ一

貫して赤字であり，しかもその赤字幅が傾向的に拡大し

てきていることによっていっそう強められている。ハン

ガリーの輸出総額に占める資本主義市揚向け輸出の割合

は1960年には28・6％であったが，ハンガリーの輸入総

額に占める資本主義圏からの輸入割合は30・2％であり，

すでにこの時から前者よりも後者の方が高くなっている

が・その後これらの割合は・1965年には298％対33．6

％，1975年には27．8％対34・3％とその差が拡大し，

1978年にはついに前者の39・1％に対し，後者は48，3％

となるにいたっている。このことは，一方ではハンガリ
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一産品が資本主義二言で十分な競争力を備えてこなかっ

たし，今も備えてレ・ないことを物語っているが，同時に，

ハンガリーが，インテンシブな経済発展のためには，深

刻な外貨不足にもかかわらず高品質・高生産性の西側商

品の輸入に力を注がざるをえなかったことをも示してい

る。

　以上の状況は，経済改革の有機的一環としての貿易シ

ステム改革の基本方向をおのずと決定した。その基本方

向とは，世界二三と国内三二が密接不可分の相互依存関

係にあるという．事実を受け入れ，この依存関係を国内生

産企業の経営環境の中に直接的にビルド・インするとい

うこと以外ではありえなかった。経済改革以前の経済管

理システムのもとでは，国内の生産（商業）企業は，世界

市揚から切り離されていた。たとえば，貿易活動は，こ

れを目的として組織された貿易専門企業（いわゆる貿易

公団）に全て集中されていたし，国内生産（商業）企業と

貿易企業が結ぶ出荷契約は，貿易企業が外国企業との間

に結ぶ貿易契約とは無関係であった。、こうして，国内生

産者（出荷）価格と現実の貿易価格は相互に無関係に決定

されており，それゆえ国内の生産（商業）企業は，彼等が

入手する輸入原燃料価格が現実にはいくらであり，彼等

が生産し輸出した生産物が世界市場でいくらで売られて

いるのかを全く知ることがなかった。こうしたシステム

のもとでは，意図すると否とにかかわらず，国内生産

（商業）企業が国民経済的に見て巨大な浪費を行うことは

避けえようもなかった。

　市揚メカニズムの活性化を通じたインテンシブな経済

発展をめざそうとする経済改革が，こうした旧来の貿易

システムを拒絶したのはいわば当然であった。改革理念

からすれば，貿易活動は，国内生産（商業）企業の活動に

直接にか，もしくは少なくともよりタイトに結合される

必要があった。

　かかる認識を踏まえつつ筆者は，本稿で次の2つの課

題を取り上げたいと考える。その課題とは，まず第1に，

経済改革が貿易システムの中に持ち込んだ「世界市場と

国内市揚の関連強化」の制度的枠組を多面的に把握する

ことであり，第2にこの制度的枠組の中で機能する，貿

易活動自体に関連ナる，経済的規制諸用具を具体的に検

討することである。

1世界市場と国内市場の関連強化
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　①　貿易権限賦与企業の範囲拡大と貿易企業選択制の

導入，

　②　国内生産（商業）企業と貿易企業の取引契約形態の

改善，

　③　貿易契約許可制度の弾力的運用，

　④　世界市場価格と国内市揚価格の結合強化，以上で

．ある。

　以下，これらの諸分野についてより詳細な検討を行っ

てゆく。

　1・貿易権限賦与企業の範囲拡大と貿易企業選択制の

　　導入

　貿易に従事しうる権限を賦与された企業（貿易企業）の

範囲は，1956年まで外国貿易省直属の貿易専門企業（貿

易公団）にのみ限定されていた。しかし1957年以降，一

部の生産企業にも貿易権限が与えられるようになった。

だがこうした企業はわずか数企業にすぎず，これらを加

えても貿易企業の数は1968年までたかだか40程度であ

った。ところが経済改革とともに，国内生産・商業企業

と貿易の結びつきを強化する観点から，貿易企業の範囲

がいちじるしく拡大されることに．なった。こうして，

1968年1月1日付で貿易権限を獲得した企業の数は，

合計71となっている。その内訳は，外国貿易省直属の

貿易専門企業が37，他の部門別産業省の監督下にある

貿易専門企業が6，その他の生産・商業企業が28であ

らた2）。貿易権限を賦与された企業の数はその後も増大

していったのであって，1980年現在では総計114に達

している（ただしこのうち10は，貿易代理店一貿易企

業に外国パートナー企業を仲介する企業一一一である）3）。

この他，西側企業と産業協力関係を結んだ生産企業につ

いては，この産業協力に関連する生産物の輸出・入につ

いて一時的に貿易権限を賦与することになっている。

　生産・商業企業に対する貿易権限の賦与は，以下の基

準iにもとづいている4）。

　（1）　輸出権限の賦与

①　生産企業の場合

　（a）外国企業と直接的関係をもつことが技術的見

　　地から見て正当な揚合，

　世界市揚と国内市場の関連強化を目的として経済改革

が実施した制度的改革は多岐に亘っている。それは，主

として，以下に列挙する諸分野である。

　2）　　］Bir6　J6zsef，∠1ηLα9雪ωγん窃呂あθ7θ∫恋θdθ‘7π♂poあ認なα，

Kδzgαzdα∫（fφ6∫Jog乞幽れg”乃ゼα面，1970，71．01d．，124

～133．01d．

　3）　　1）‘アθoごoγΨげ魚π9αγゴαπ　Foγθ69η．　T7α（Zθ（乃観一

pαπゴθ5，1980，飽ηgαγ乞α7L（濡α7ηゐθγ（ゾOo祝π昭70θ，1980．

　4）　1／1967．（皿．9）GB．　sz直加丘hatゑrozat，五ん悦疏θ一

γθε南θ翻θ窺Z8ゐ侃膨。薦4∫4ゐαηんδ27θ磁南δd5勿翻αZαオ・あ

吻・∫・Zα雌ε・αゐ吻・26・鳳・δ‘・
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　　　（b）当該企業が対象品目の生産において独占的地

　　　　位を占めている照合，

　　　（c）当該企業の生産活動が主として輸出向けであ

　　　　り，かつその輸出量が大きい場合，

　　②国内商業企業の場合

　　　（a）生産財を扱う商業企業。ただしその活動が外

　　　　国企業との産業協力にもとつく揚地，

　　　（b）例外的には，その他の商業企業にも賦与され

　　　　る，

　　③外国企業との間の専門化・協業化協定にもとつ

　　　く押合にかぎり，一時的輸出権限が与えられる，

　（2）　輸入権限の賦与

　　①　生産企業の揚合，

　　　（a）当該企業が，輸入される原材料，半製品，部

　　　　品の唯i一の使用企業であるか，もしくは主要使

　　　　用企業（輸入の80％以上を占める）であり，か

　　　　つ技術的に見て正当な理由を有する揚合，

　　．（b）外国企業との専門化・協業化協定にもとつい

　　　　て当該企業の事業分野に属する商品を輸入する

　　　　場合，

　　　（G）特殊なケースについては，その他の生産企業

　　　　　　さらにはサービス企業（運輸・通信関係），

　　　　非営業機関　　に対しても，特殊な部品・包装

　　　　用資材に関して一時的な輸入権限が与えられる，

　　②　商業企業（生産財関連企業のみ）の揚合，

　　　　対象品目の使用企業の範囲が安定しており，か

　　　つ組織的にまとまった単位を構成している揚合，

　　　もしくは使用企業は分散しているが，事業分野と

　　　しては等質性を有する揚合，

　　③卸売商業企業の場合

　　　　消費財を扱っており，しかもそれの小売りにも

　　　従事している揚合，以上である。

　貿易企業（貿易専門企業，貿易権限を賦与された生産・

商業企業）の貿易権限は，特定の生産物（もしくは生産物

グループ）・サービス・工業所有権を対象として与えら

れる。産業協力にもとつく特別の貿易権限を別にすれば，

同一品目（品目グループ）が複数の企業に賦与されること

はない。しかしこれは，貿易企業が特定の生産物・サー

ビス・工業所有権について独占的取引権を手にすること

を意味しており，そのために，貿易権限を持たない生

産・商業企業が不利益．を蒙るおそれが生ずる。そこでこ
　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　　　　　ほ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ

の点を考慮し，1967年10月には貿易企業の選択制にか

んする外国貿易大臣通達が出された。この通達は，1978

年1月には，ほぼ同一内容の外国貿易大臣命令（通達よ

研究　　　　Vo1．31　No。4
りも上級の法令）にまで高められた5）。この大臣命令に

よれば，外国貿易大臣は，貿易権限を有さない生産・商

業・サービス企業が正式に要求した一貿易権限の許可

変更を要求する請願書を，新たに指名される予定の貿易

企業の同意書をそえて外国貿易大臣に提出した　　揚合

には，商品，サービス，工業所有権の国際取引に関する

貿易権限を，従来これを賦与されていた貿易企業から，

この任務を果すに十分な条件を備えた他の貿易企業に移

すことができるとされている。もっとも外国貿易大臣が

こうした許可変更を行うのは，それによって外国企業と

の交渉がより有利になり，また国内の生産上，消費上の

利益がそれによって犯されないということが明白な揚合

のみであるが。

　以上のように，貿易権限賦与企業の範囲拡大と貿易企

業選択制の導入により，多くの生産・商業企業が外国企

業と直接的な接触を持つようになったほか，貿易権限を

もたない生産・商業企業もまた貿易企業の貿易活動に対

しより能動的な影響力を行使しうるようになった。

　　2・国内生産・商業企業と貿易企業の取引契約形態

　　　の改善

　貿易権限を賦与された企業の範囲が生産・商業企業に

まで拡大されたとはいえ，その数は，輸出品生産企業と

輸入品使用企業の数にくらべれば微々たるものである。

そのことは，先に述べた114の貿易企業のうち生産・商

業企業の数がたかだか40数企業でしかないと考えられ

るのに対し，たとえばハンガリーの輸出企業数は340以

上に達する　　この340社で輸出総額の95％を占める

一ところからも明らかであろう。したがって経済改革

以後においても，貿易の大部分は，貿易専門企業によっ

て担われ，ざるをえなかった。これは，生産・商業企業の

多くが，独自の貿易担当スタッフを維持しうるほどには

大規模でないことからしても避けられないことであっ

た。

　だが経済改革以後における貿易専門企業と貿易権限を

持たない生産・商業企業の取引契約関係は大きく変化し

た。経済改革以前には，生産。商業企業と貿易専門企業

の取引関係は，すべて納入契約（szゑ11it義si　szerz6d6s）の

形態をとった。この納入契約は，生産・商業企業同士の

間で締結される納入契約となんら異なるところがなかっ

　5）　20／1967．（Klk庖．28）K：K：M．　sz義m丘utasit6s，五

一伽γθ誘醐6伽πω6舵η膨吻θごプ吻6α孟6協‘α‘α孟。侃δzδ一

‘語弼¢∫26爵γ6Z；1／1978．（1．14）K：K：M．　szゑm丘rendelet，

且繊Zなθγ6あ銑‘漉勘6あθη〃369γ8ゴ090ε嘘”翻αZα励

鳶δ2δ6‘ゼ磁zα3z凝∫γ6z．
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た。つまり，先にも述べたように，貿易専門企業が外国

企業との間に結ぶ貿易i契約（k粗kereskedelmi　szer－

z6d6s）とはなんらの関係も有していなかった。貿易企業

は，義務的計画課題と納入契約締結義務にしばられてい

たため，たとえその生産物を外国市場で妥当な価格で売

りさばけなくとも，納入契約を締結せざるをえなかった

し，国内（生産）企業は，その生産物が実際に輪出された

かいなかにかかわりなく，公定国内価格にもとつく代金

を手にすることができ，輸入の揚合も，実際の輸入価格

とは関係なく，公定国内価格にもとつく代金を支払えば

済んだのである。だが世界市揚と国内二二の関連強化を

めざす経済改革にとって，従来のやり方はもはや維持し

うるものでなかった。

　新しい要請に応えて経済改革が採用したのが，多様な

国内取引契約形態の導入とこれら契約諸形態の間におけ

る選択自由制であった。

　1967年11月23日に公布された閣僚評議会命令によ

れば，貿易企業は国内生灌・商業企業との間に以下に述

べる4つの国内取引i契約形態のうちのいずれかを締結す

ることができるものとされた6）。また，その際どの契約

形態を選択するかは，当事者企業間の自由協議にもとつ

くものとされた。4つの国内取引i契約形態とは次のもの

である。

　（a＞貿易企業の自己勘定貿易と結合した納入契約

　　（szゑ11itゑsi　szerz6d6s）・

　（b）協同契約（tゑrsasゑgi　szerz6d6s）

　（c）委託契約（bizomゑnyi　szerz6d6s）

　（d）代理依頼（契約）（負gyn6ki　megbiz乱s）

　以下，各々について検討する。

　（a）貿易企業の自己勘定貿易と結合した納入契約

　この契約形態は，経済改革以前のそれを継承したもの

である。すなわち貿易企業は，自己のリスク負担におい

て貿易契約を締結し，これに対応する納入契約を国内企

業と結ぶのである。だが先に見たような，この契約形態

にともなう，欠点を考慮し，この方式の採用に対しては

厳しい制限が加えられている。というのは，自己勘定貿

易を希望する貿易企業は，対象品目について外国貿易大

臣から特別の許可をえなければならないのである。かか

る事情を反映し，ハンガリーの貿易総額に占める自己勘

　　　　　■
　　6）　32／1967．（IX．23）K：orm．　szゑm直rendelet，且

　纐‘舵7θ誘θdθZ7π覚θη6南βπ〃ε698孟プb顛αε6日計αZα‘oなみθZ一

　ノδ協32εγ26463θ‘γ5Z；54／1978．（xll．7）MT．　szゑ1n丘

　rendelet，32／1967．（IX．23）Korm．　sz直m丘rendelet

　m6dositゑsar61．
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定貿易の割合は，現在10％程度である。自己勘定貿易

が残された理由は，主として以下の3つであった7）。

　（イ）　輸入品の使用企業や輸出品の生産企業が零細か

つ多数である二合，個々の取引高が小さいため，あとに

のべる契約諸形態を利用するのが困難であること，

　（ロ）　多数の生産企業から納入される生産物を一括し

て整理・包装・ブレンドしたり，組み立てたりしなけれ

ばならないことがあること，

　（ハ）　世界市警価格の，景気変動にもとつく，短期的

変動と国内市場の需給動向を貿易企業が独自に判断して

取引することが国民経済的利益に沿う揚合も多いため，

こうした可能性を保障するものとして自己勘定貿易．を残

す必要があったこと，以上である。

　すでに見たように，自己勘定貿易を前提とする納入契

約は，原則として貿易契約とは別個に決定されるもので

ある。しかしすでに1970年代初頭から，納入契約と貿

易契約を結びつける試みもなされている。たとえば，ビ

ーロー・ヨージェフが述べるところによればヂ国内の納

入契約（フォリント建て）を締結するさいに，当事者間で

予め「内部為替レート」を設定しておき，実際の貿易契

約が国内企業にとってこれよりも有利になった揚合一

外貨建て販売価格が予定よりも大きくなったとか，公定

商業為替レートが切り下げられたとかいった場合　　に

は，ここから生じた利益を，逆に不利になった和合には

その損失分を，当事者企業間で折半し合うといった方式

がそれである8）。

　以上のような事情も1つの背景であろうが，近年，自

己勘定貿易の利点が見直されているようである。たとえ

ばギルラー二・ゾルターン（外国貿易省の一部門）は，今

年（1980年）7月1日付のネープサバッチャーグ紙上にお

いて，貿易総額にしめる自己勘定貿易の割合が今後いく

分高まるかもしれないと述べている。その理由として彼

は，これまできわめて複雑だった租税・補助金体系が今

回の経済規制システム改正で簡素化され，しかも単一為

替レートがすでに68年以来機能し．ているという状況の

もとでは，自己勘定貿易においても国内の生産・商業企

業に世界市揚の影響を伝達することは可能であり一も

し伝えなければ，貿易企業が不利益を蒙る一，したが

って自己勘定貿易に伴う欠陥がすでに除去されている以

上，貿易企業により大きな能動性とリスク：負担能力を保

障する自己勘定貿易は，貿易全体にとっても有利だから

7）Bir6　J6zsef，前掲書，115．01d・

8）　Bir6　J6zsef，∠4観α9彩αγあ覗なθγθ誘θ4θZηz謬poZ甜ゼあα

II，1（δzgαz4α∫喚7乞63　Jo9‘κδπ〃”たぎα♂o，1973，118。　old・
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であると述べている9）。このため，今年1月1日から実

施されている貿易手数料一覧表では，自己勘定貿易に対

し，後に紹介する委託貿易よりも有利な料率を保証しで

いる10）。つまり，貿易企業にとっても自己勘定貿易の

　「うまみ」はいちじるしく高まっているのである。

　（b）協同契約

　この契約形態は，経済改革のさいに導入された新しい

方式であって，貿易企業と生産企業（例外的には商業企

業も）が恒常的な共同利害関係の創出をめざす協定（協同

i契約）を結び，この契約の範囲内でおこなわれる貿易・

生産活動からえられた利益（もしくは損失）を契約当事者

企業間で配分しようとするものである。この方式には2

つの形態がある。ひとつはプール（pool）方式であり，い

まひとつはア・メータ（am6ta）方式である11）。

　プール方式とは一いま一般的なケースを取り上げる

ならば一輸出生産企業と貿易企業が共同勘定を設定し，

生産企業はここに原価で生産物を渡し，貿易企業はその

‘輸出代金を共同勘定た入れ，ここから貿易に伴う諸経費

を控除し，残った利潤（もしくは欠損）を，協同契約に定

めた一定比率で定期的に配分しあう，というものである。

　一方，ア・メータ方式のもとでは一同じく一般的ケ

．一 Xについて見れば一，生産企業は貿易企業に対し原

価と一定の利潤から構成される計算価格で生産物を引き

渡し，実際の輸出価格（ただし一定の商業マージンとそ

の他諸経費を控除する）が計算価格を上廻った揚合には，

この差額を協同i契約に定められた比率で貿易企業と分け

合うということになっている。

　プール方式，ア・メータ方式は，輸出のみを対象とす

・る訳ではない。輸出企業が輸入品（原材料，部品，半製

品）を用いて輸出商品を生産しており，しかも貿易企業

がこれらの輸入品をも扱っている場合には，輸出入全体

に対してこれらの方式を適用する揚合もある。この他，

これらの方式が生産企業に対する貿易企業の投資資金援

助と結合するケースも見られる。たとえば，モニンペッ

クス（農産物貿易専門企業）総裁のデルガーチ・フェレン

ツは，モニンペックスが，チューインガム生産のために

製菓企業に対し1600万フ才リントを融資し，これによ

　9）　Lovゑsz　P6ter，“Afelek　egy　haj6ba　szゑ11nak，”

N6p∫2αゐαd136g，1980，　julius　1．

10）　14／1979．（XI．1）AH．　szゑm丘rendelkez6s，浸鳶覗一

あθrθ誘8翻砺伽6舵η〃ε69γθゴ0903嘘”捌α傭0ん47雇P－

z636rδz．

11）　Bir6　J6zsef，五ηLαg〃α7南町あθ7θ誘θdθZ回目po6露ゼー

鳶α，1970，112～113．01d．

Vo1．31　No．4

って拡大した生産能力により30万ドル相当の輸入を節

約したほか，輸出と国内販売からえられた年2000｛・3000

万フォリントの利潤を生産企業と折半したと述べている。

彼によれば，モニンペックスは過去10年間にこうした

三野の融資を総額4億5000万フォリントも行ってきた
と㌔、う12）o

　協同契約は，不定期間もしくは一定期間を対象として

締結される。したがって貿易企業と生産企業の間には，
　　　　　　　　　　　　　

恒常的な共同リスク負担関係が生み出されることになり，

貿易活動は生産企業にとっても重大な関心事となる。こ

れは，経済改革がめざした「世界市場と国内市場の関連

強化」の要請に完全に合致するもめである。事実，協同

契約にもとつく貿易のシェアは高まりつつあり，輸出に

ついて言えば，今日ではすでにその41％が協同i契約の

枠内で行われている13）。しかしこの方式は，生産企業が

大量かつ恒常的な輸出を行っている場合にしか有効でな

いのであって，すべての生産企業1ここれを適用すること

はできない。そこでいまひとつの方法として半揚するの

が委託契約方式である。

　（c）委託契約

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　ロ　　　　　委託i契約とは，貿易企業（受託者）が，個々の輸出入案

件について，一定の委託手数料を対価として，国内の生

産・商業企業（委託者）に代り委託者の名において貿易契

約を締結することを請負う契約である。協同i契約と同様，

委託契約もまた経済改革の際に導入された方式であるが，

経済改革直後には貿易にかかわる国内取引形態のうちで

もっとも主要なものと位置づけられていた。事実，それ

は法的な裏付けをもえていたのであり，たとえば，先に

紹介した1967年11月23日公布の閣僚評議会命令一

注6参照　　は，一方では国内取引契約形態の選択を貿

易企業と国内企業の自由協議に任せつつも，他方ではも

し合意が成立しなかった揚合には委託i契約形態が採用さ

れると定めていた。こうして1968創71年間には，貿易

取引総額の実に58～62％がこの契約形態のもとで実現

された14）。

　委託契約は，貿易企業と国内企業のいずれが発議して

12）　Lovゑsz　P6ter，前掲記事。

　50％の利潤配分比率は，モニンペックスにとつで
きわめて有利なものであった。なぜなら，．通例の協同

契約では，モニンペックスの取り分は20％以下だか
らである。なお，モニンペックスが扱う貿易取引のう

ちの90％は協同契約にもとつくものであるという。
13）同上。
14）　　］Bir6　J6zsef，　」4　あ也Zあθγ83鳶θ4θZ7箆6　」po日面んα　II．，

1973，117．01d．
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も良いことになっている。しかし国内企業が委託契約を

要求した揚合には，原則として貿易企業はこれを拒絶す

ることができない。貿易企業が委託契約を拒絶できるの

は，貿易企業に委託契約を遂行するだけの能力がないと

か，その委託契約が貿易関連の諸規則に違反していると

いうことを貿易企業が証明しえた揚合にかぎられ，ている。

委託i契約には，対象品目，品質，価格（輸出の揚詰には

最：低価格，輸入の揚合には最：高価格），納入時期，委託

手数料，その他経費負担が明記されており，貿易企業は

これらの条件に沿っ・て貿易i契約を作成することになって

いる。委託手数料を除く諸条件は，原則として委託企業

が提示する。委託手数料は，当事者の自由協議にもとづ

き決定されるが，全国資材・価格庁から品目ごとに一1芯

の基準が与えられている。ただし実際の貿易契約が委託

契約よりも有利となった血合には，これによワて生じた

利益の10％を委託手数料に上乗せしてもよいことなっ

ている。一方，貿易契約が委託契約よりも不利になる揚

合には，事前に委託企業の同意をえなければならない。

委託企業の事前同意なしに締結された貿易契約について

は，委託企業はこれを拒否しうるとされている。

　以上からも明らかなように，委託契約にもとつく貿易

においては，委託企業（国内生産・商業企業）の方に主導

権がある。したがって国内の生産・商業企業は，貿易に

かかわるリスクを全面的に引き受ける訳であり，その意

味では世界市場と国内企業を直接結合させる上でこの方

式は適切であったと言える。しかし改革実施後ほどなく

してこの方式にも欠陥のあることが判明した。それは，

当初委託手数料がかなり高い水準に設定されたという事

情もあったが，貿易企業が外国企業との貿易契約の作成

に当って条件（とくに価格）の改善にあまり積極性を示さ

なかったということである。だが実際の貿易価格の決定

においては貿易企業が大きな役割を演ずるのであって，

貿易企業の能動性をそぐような方式は国民経済的に見て

も有利とは言えない。そのため，今日でも委託契約方式

が主要な契約形態としての位置づけを与えられているこ

とに変りはないが，現実には，先にものべたような協同

契約方式が意識的に推進されるにいたっているのであ

る。

　（d）代理依頼（契約）

　代理依頼（契約）は，貿易企業同士の間で結ばれる契約

であって，貿易相手となりうる外国企業のあっせん仲介

を内容とするものである。その狙いは，貿易企業相互の

連携を強化し，専門商社的性格の強いハンガリー貿易専

門企業の弱点をカバーすることにある。すでに見たよう
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に，その数は今日10社にのぼっている。

　3．貿易契約許可制度の弾力的運用15）

　国家貿易独占の一環としてすべての貿易契約（ただし

1件5000フォリントを越える契約）は，締結に先立ち外

国貿易大臣の事前承認を必要とする。この点は経済改革

前と変っていない。しかし改革前（1967年11月まで）に

は貿易商談の開始についても大臣の事前承認が義務づけ

られていたのに対し，改革後はこの義務が廃止され’てい

る。さらに経済改革後は，事前承認なしに締結された貿

易契約についても一原則としてこれ，は無効なのである

が一外国貿易大臣が事後的に承認を一与えれば有効にな

るとされている。　　　　　　　　，

　貿易企業が外国企業との商談を通じて作成した貿易契

約案は，許可申請書に添付され外国貿易大臣に提出され

るが，ここで国民経済的観点からの審査が行われる。そ

の際，契約の妥当性と内容については，国内市場的バラ

ンスの点で問題がないかぎり，ほぼ自動的に承認が与え

られることになっている。むしろ審査の際とくに考慮さ

れるのは，貿易相手国の対ハンガリー貿易政策である。

すなわち，貿易相手国がハンガリーとの協定に反する行

為を行っているとか，事実としてハンガリーの利益に反

する措置を講じている揚合には，輸出入枠の設定や，す

でに発行された許可証の取り消しが行われるのである。

　以上のように，経済改革後の貿易契約許可制度は，原

則として貿易企業の具体的経営活動（とくにi契約内容）に

は干渉せず，貿易の国民経済的な方向づけにのみ重点を

おいた形で運用されている。これは，貿易活動に対する

行政的干渉を抑制し，世界市場と貿易企業の結合をより

強化する上で無規しえない役割を果している。

　4・世界市場価格と国内市場価格の直結化

　世界市場と国内二二の関連を強化する上でもっとも中

心的意義を有する問題は，内外価格体系の連携強化であ

る。経済改革構想では，世界三二価格と国内市揚価格の

間に有機的な結合関係を作り出さねばならないという思

想が1つの柱となっていた。しかしこの思想を現実に実

現するまでには，かなり長期の準備が必要とされ，た。な

ぜなら，もしこれを数年以内に実施しようとすれば，国

民経済全体が救いようのない混乱状態に陥ることは，火

　　　　　　　　　　　　　　ノ　　　　ノ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ダ15）　3！1967。（皿．26）KIKIM。　szamu　rendelet，五γ励

6∬2吻甜α廊・肋㈱8γε誘θd8z煽プbγ9ω伽αθπσθd吻8－

2686ηθ肋θπ吻6γδZ；3／1977．（V皿．23）K：KM．　szゑm丘ren－

delet，オ2話γ悌，3zoZg疏α諭。ん63αη写α9ゼ6γ娩8島⑳一

η翻5ゴ・9・ゐ、瀦猛8rθ3鰯8z煽惑γ9α‘呪αθπ9θd鞠θ26∫6一

πθ肋θπの6γδ‘．



338 経　　済　　研　　究

を見るよりも明らかだったからである。かくてこの思想

は，改革後12年間を経た今年（1980年）にいたってよう

やく実現．されたのである。そこで，この思想が実現され

るまでの過程をいま少し詳細に跡づけてみることにした

い。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　り　　　　　　　　　　　　　　　コ

　内外価格体系の連携強化の問題は，単一商業為替レー
　　　ロ　　　　　　ロ　　　　　　ロ　　　　　　コ　　コ　　ロ　　ロ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　コ　　コ　　　　　　　　　ロ　　コ

トの創出と世界市揚価格に基礎をおく国内価格形成方式

の創出という2つの側面から見る必要があろう。

　（a）単一商業為替レートの創出

　国家貿易独占体制が確立した1949年以降，ハンガリ

ーには単一の公定為替レートが設定されていた。だがこ

の為替レートの基礎をなしていた通貨は，国内で流通し

ているフォリントではなく，外貨フ才リント（D・F）と

呼ばれる為替決済用のフォリント通貨であった。この外

貨フォリントと国内流通フォリントの間の交換レートは，

部門毎，品目毎に異なっており，そのため外国通貨と国

内流通フォリントの交換レートは，事実上複数であった。

　外国通貨と外貨フォリントの間の公定為替レー．トは，

金平価によるものとされていた。このレートは，1949

年当時1ドル＝11・62外貨フォリントであり，これは60

年代を通じ不変であった。しかしその後，資本主義圏の

為替レ」トが変動制に移行するに伴い，外貨フ才リント

の為替レートも変動するようになり，たとえば1973年

現在では1ドル＝9．73外貨フ才リントとなっている。だ

がそれでもなお，金平価に基礎をおくこの公定為替レー

トは，時間の経過とともに，本来あるべき実勢の為替レ

ートからますます遊離していったのであって，こうした

外貨フォリントで表示される公式貿易統計は，ハンガリ

ー貿易の現状を把握するうえからも有害なものとならざ

るをえなかった。

　かくてこの外貨フォリントは1975年末に廃止される

にいたった。これにかわって1976年1月1日から公式
　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　ロ　　　コ　　　コ　　　コ　　　　　　　　　　　　

に表示されるようになったのが公定商業為替レートであ

る16）。この公定商業為替レートは，外国通貨と国内流通

フォリントの間の直接的な為替レートであり，しかも単
　　　　　　　　ロ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ

ー建てである（複数建てではない）。したがって正式には，

この時点をもってハンガリーは単一商業為替レート制に
　　　　　　　　　　　　コ　　　コ　　　　　　　り　　　　

移行したことになる。だが実際には，すでに1968年か

ら事実上の単一商業為替レートが採用されている。この

年に導入されたいわゆる貿易価格係数（kmkereskede一

Vo1．31　No．4

16）　78／1975．（X猛．31）PM．szゑm丘rendelet，且瀦碗Z鹿

伽θ65θ32伽δ屍彦32伽ぎ648伽協α伽z陥zα認64がb‘〃α一

物。乃γ6Z．

1miゑrszorz6）がそれである17）。なぜこれが正式の為替

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
レートと呼ばれなかったかといえば，当時は外貨フォリ

ントがまだ正式の為替決済用通貨とされていたからであ

る。したがって，1975年に外貨フォリントが廃止される

に至ってはじめて，貿易価格係数は正式の公定商業為替

レートと宣言されたのである。むろんこの公定商業為替

レートは，自由な為替取引によって形成されるものでは
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　ロ　　　ロ　　　コ　　　　　　　コ

なく，その具体的なレート決定は，平均外貨産出コスト

にもとづいている。この平均外貨産出コストとは，ハン

ガリーの輸出構造を前提としたうえで，外貨建て輸出総

額とこれの国内価額を対比し，1ドル当り何フォリント

と算出したものである。1968年当時の平均外貨産出コ

ストは，1ドル÷60．フォリントであった。しかしその後

のドル下落で，1973年には1ドル÷5σフォリントとな

り，現在（1980年2月以降）では，1980年1月1日実施

の国内工業製品価格引き下げもあり，1ドル÷35フォリ

ントとなっている。

　ついでながら，公定商業為替レートは，商品貿易（商

品の運送，保管，工業所有権の取引をふくむ）にかかわ

るものであって，観光，郵便，保険個人的外貨交換等

には適用されない。これらについては公定非商業為替レ

ート（いわゆる旅行者レート）が用いられている（旅行者

レートの採用は，1957年4月にさかのぼることができ

る18））。現在このレートは，1ドル÷20フォリントであ

る。その算定は，国内消費財全体を対象とする購買力平

価にもとづいている。公定非商業為替レートの存在をも

考慮すれば，現在のハンガリーの為替レートは二本建て

だということになるが，ハンガリーの経済指導者，経済

学者の間では真の単一為替レートの必要性が叫ばれてお

り，近い将来これの実現が予想されている。

　上記のような問題は残されているが，貿易取引の分野

に単一為替レートが導入されたことにより，世界高揚と

国内市場を直接連結するチャンネルは作り出された。だ

がこのことは，世界市場価格と国内価格が個々の品目

（もしくは品目グループ）についても直結したということ

をなんら意味しない。なぜなら，経済改革後においても，

国内価格の決定は，世界市上価格の動向とは一応別個に

おこなわれていたからである。そこで国内価格の形成原

理を検討する必要がでてくる。

　（b）世界市場価格にリンクした国内市揚価格の形成19）

17）　Bir6　J6zsef，∠4た打掛γθ誘θdθZ観z　230Z髭薦α　∬．，

1973，99園101．01d．

18）　1211957．（皿．31）PM，　szゑm丘relldelet，“飼θgθη一

三σα伽M勿”廊3産636γδz・

●

b
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　すでに述べたように，経済改革構想は，世界市揚価格

．と国内市島価格が直結さるべきであるという見地に立っ

ていた。しかしこれをただちに実現することが木可能な

ことは明白であったため，当面の国内価格形成原理とし

ては，①国内の技術・組織化水準を前提とした社会的必

要費用水準，②社会的選好，③国内二三での需給関係，

の3つが採用された。だが実際の価格決定にあたっては，

上記3つの原則のうち①と②しか適用されなかった。も

ちろんこうして決定された国内価格体系が従来のそれよ

りもはるかに生産コストに接近したものであったことは

疑いえないが，それでもなお，これは，世界帯揚価格と

は別物であった。したがって当然のことながら，世界市

揚価格と国内市揚価格の間には乖離が発生したのであり，

こうした乖離＝格差は，輸入価格補助金，関税，輸入取

引税，輸出助成金等の介在によって埋め合されていた。

だがこうした方式は，1973年以降のオイル・ショック

によってその弱点を一挙に露呈することになったのであ

る。けだし，エネルギー・原材料価格が世界市場で大幅

に上昇したにもかかわらず，それは国内生産者に十分伝

えられなかったからであり，したがってまたこれ，ら資源

の節約と産業構造の近代化も十分には促進されなかった

からである。かくて，世界門門価格を国内市揚価格に直

接に反映させることがいまや避けえない課題となった。

今年1月1日付で導入された「競争価格原理」は，まさ

にこの課題に応えるものであった。この競争価格原理と

は，エネルギー・原材料部門と加工工業部門に適用され

た価格形成原理のことであって，国内生産者価格を公定

単一商業為替レートを媒介として世界市揚価格に直結さ

せること，より具体的には，世界市場価格に為替レート

を乗じた値を国内の生産者価格とすることをその内容と

している。この揚合に採用される世界市揚価格とは，具

体的には恒常的な　　四半期以上にわたる　　ドル（西

側通貨）建ての輸入価格もしくは輸出価格とされている。

個々の品目に対し輸入価格と輸出価格のいずれを適用す

るかは，全国資材・価格庁長官によって一覧表の形で指

示されているが，一般的に言うならぼ，エネルギー・基

礎素材（中間製晶）には輸入価格が，加工工業製品（食品

加工品は除く）には輸出価格が適用されている。これは，

前者の大部分が輸入品であるのに対し，後者はその相当

部分が輸出に向けられているためである。

　競争価格原理の導入，つまり世界市場価格と国内市場
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価格の連携創出により，原理的には，内外価格差の維持

のために従来適用されていた輸入取引税や輸入価格補助

は不必要となった。しかし現実には，今回もまた一定の

特例措置が講じられざるをえなかったため，これらの諸

用具は現在も利用されている。しかしこれら用具の意義

は，従来よりもはるかに小さくなっている。

　経済改革後さまざまな側面から追及された世界市揚と

国内市場の関連強化は，世界市揚価格と国内市場価格の

直結化によって基本的には完了したと言えるだろう。も

ちろん，競争価格原理が真に有効に機能するか否かは実

践に待つ以外にはない。したがって今後一層の注意深い

観察が必要である。

II貿易関連の経済規制用具

19）　詳細は，平泉公雄「ハンガリー経済改革の新段

階」『アジア経済』第21巻第7号，1980年7月，2～
34ページを見よ。

　L　関税システム

　戦後一貫してハンガリーには関税率表が存在し，「機

能」していた20）が，経済政革以前には，固定的国内価格

体系の存在と単一商業（貿易）為替レートの欠如により，

関税は事実上その効力を奪われていた。だが経済改革に

伴ってより柔軟な価格形態が導入され，事実上の単一商

業為替レートが適用されるようになると，関税の役割も

いちじるしく高まることになった。事実，経済改革後の

輸入規制における関税の意義は，もはや無視しうること

のできないものである。これは，1973年にハンガリーが

ガットに正式加盟した一1966年以来，オブザーバー加

盟していた一点にも示されている。

　経済改革の際に導入された関税率表は，三本建ての関

税率体系によって構成されていた21）。第1種関税率（特

恵関税率），第2種関税率（最恵国関税率），第3種関税

率（最大限関税率）がそれである。特恵関税率は，国民1

人当りの国民所得がハンガリー以下の国からの輸入品に

適用されるものであって，他の関税率にくらべはるかに

低率である。ただ，1968年時点では具体的な税率決定が

不可能だったため，当時この欄は空白のままに残されて

いた。特恵関税率が男体的に決定されたのは1971年の

ことである（1972年1月1日から実施）。現在，特恵関税

率の対象品目は，800品目に上っている。

　最恵国関税率は，最：恵国待遇の国からの輸入品に適用

されるものであり，最大限関税率は，ハンガリー産品に

20）　平泉公雄「ハンガリーの貿易管理制度」『ソ連・

東欧諸国の外国貿易国家独占制度の展開』1980年，ソ

連・東欧貿易会編42ページ。
21）　48／1967．（XL　19）K：orln．　szゑm丘rendelet，且

あθγθ3舵♂θz7π物伽6αr艇γ6‘．



340 経　　済　　研　　究

対し差別的扱いを行っている国からの輸入品に適用され

る報復的な関税率である。ついでながら1976年には関

税率にかんする新しい政府命令が制定されたが，その内

容は，1967年のそれとほとんど変っていない22）。

　なお社会主義国間貿易には関税が適用されていない。

これは，国家間協定で数量（総額）と価格が定められてお

り，関税が享益をなさないからである。これらの輸入品

には，関税のかわりに輸入取引税が適用されている。

　2．　輸入取引税，輸入価格補助23）

　内外価格間の乖離を埋め合せる手段として経済改革以

前には，貿易価格平衡基金があった。これは，商晶の輸

出入価格と国内市揚価格の格差から生ずる過度の利益も

しくは損失を，前者の揚合，貿易価格平衡基金に義務的

に納入させ，後者の場合，企業からの申請にもとづきこ

こから補唄するというものであった。見て明らかなよう

に，この平衡基金は，世界市場と国内市揚の分断を制度

的に保障する手段に他ならなかった。したがって経済改

革がこれを廃止したのは当然であった。もっとも，平衡

基金を廃止したとは言え，すでに見たように，経済改革

後も内外価格が乖離していることには変りがなかったた

め，平衡基金に代るものが必要とされた。それ，が一輸

入について言えば一輸入取引税と輸入価格補助であっ

た。前者は，国内価格が世界引揚価格よりも高い場合に

適用され，後者は，その逆の揚合に適用されるものであ

る。

　輸入取引税は，消費財にのみ賦課されるが，輸入価格

補助は生産財にも給付されている。前者は，関税決定の

際に，後者は，関税炉賦課されたあとで申請にもとづき，

決定される。ついでながら，輸入取引税と輸入価格補助

を直接納入もしくは受給する企業は，貿易企業であって，

国内の生産・商業企業ではない。

　もっとも既にのべたように，今年採用された競争価格

原理の結果として，輸入取引税，輸入価格補助の意義は

今日ではいちじるしく低下している。

　3・　煙出国家還付金，生涯者差額取引税還付金

　経済改革以前には，すでにのべた貿易価格平衡基金が，

事実上の複数為替レートの採用とあいまって，輸出促進

機能をも引き受けていた。しかし改革によって平衡基金

が廃止されると，これに代る独自の輸出促進手段が必要

となった。経済改革の当初に採用された輸出助成制度は，

22）　21／1976．（V］［．29）M：T．szゑ測距relldelet，。4あθγθ3一

んθd8z煽り67π仙台γ6乙．

23）　31／1967．（）皿．19）PM．　sz義1n丘rendelet，．∠レゼηL－

POγ渉脅9伽己客αδ6r6Z　63α乞翻PO磁槻896∫就63γ5‘．
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輸出国家還付金（ゑUami　visszat6rit6s）と呼ばれた24＞。

輸出国家還付金とは，国際競争力の弱い輸出品に補助金

を与えるというものである。すでに見たように，経済改

革で事実上の単一商業為替レートが導入されたことによ

り，平均外貨産出コストよりも大きな外貨産出コストで

しか輸出できない産業部門，製品は，たとえ輸出しても

平均以下の収益しかえられなくなった。そこで採用され

たのが輸出国家還付金であって，輸出品のフォリント表

示収入（「外貨建て収入」×「商業為替レート」）の一定割合

を国際競争力の弱い生産企業に給付するというものであ

った。当初（1968～70年夏還付比率は，企業毎に設定さ

れていたが，1971年以降は，部門毎に一律に設定される

ようになった。これは，相対的に高い国際競争力をもつ

企業をより優遇することにより，同一部門内における企

業間のコスト引き下げ競争を促進するためであった。

　しかし1980年からは，輸出国家還付金にかわって，

生産者差額取引税還付金（ka1δnbδzeti　terme16i　forga－

11ni　ad6　visszat6rit6s）が採用されている25）。この制度

は，この年に導入された生産者差額取引税（k丘16nb6zeti

terme1δi　forgalmi　ad6）の一部を輸出企業に還元しよ

うとするものである。ここで生産者差額取引税26）とは，

輸入もしくは国内で生産されたエネルギー・基礎素材

（中間製品）に対して賦課されるものである。その税率は，

輸入品の揚合であれ，ぱ，フォリント表示輸入価格と公定

国内生産者価格（全国資材・価格庁長官が決定）の差額で

あり，国内生産物の揚合であれば，販売収入の一定割合

として定められる。しかし生産者差額取引税還付金は，

この生産者差額取引税に直接リンクした形で算定され，る

わけではない。還付金の算定基礎は，輸出生産企業の純

外貨収入（ただし公定商業為替レートにもとつくフォリ

ント表示額）である。そしてこれの10％が還付されるこ

とになっている。ただし衣料品の一部（部門番号＝174｛’

176）については16％，食料品，農産物については，別

途支給される輸出補助金（exporttムmogatムs）と合せ，

25％が給付されている。

24）　　114／1967．（PK二．12）PM．　sz直m丘egyiittes　utasi－

tゑs，　∠4z　6ZZα7π乞　η21∫3zα‘6γゼ孟63　γθ7L〔182θγ6γδ‘；　63／197α

（X皿．31）PM－KKM：．　szゑm丘egy｛ittes　rendelet，∠1z

翻侃面哲∬zα診6γ髭6∫γ6π伽θγ6γδZ68酩θη碗6α蘭α一『

po30護α603α（観θ伽θ襯6冗野γ5乙

25）　23／1979．（XL　1）PM－KK：M。　szゑm丘egyattes

rendelet，五酩Zσπゐδzθ魏θγ㎜θZδゼ．ノbγ9αZ漉α面麗∬2α一

66γぎ‘6εγ5z．

26）　2111979．（XL　1）PM．　szゑ血丘rendelet，∠4ん窃Zδπ一

ゐδ2θ痂θγmθz5疹プbγσαz7πゼαd娩6z．

曳



5

ρ

駒

　Oct．　1980

　従来の輸出国家還付金と比較した場合，生産者差額取

引税還付金の特徴は，優良産業部門・輸出企業の優遇に

あるといえる。なぜなら，前者が国際競争力の弱い産業

部門に対してのみ給付されたのに対し，後者は，すべて

の産業部門には一律に与えられる　　それどころか国際

競争力の高い農産物にはより高い率さえ保証している

　　からである。これが単なる輸出促進のみでなく，産

業構造の選択的再編成（比較優位部門の拡大，比較劣位

部門の縮小）を狙うものであることは明らかである。

　4．　貿易企業の所得規制システム27）

　今年1月1日から実施されている経済規制システムの．

もとでの所得規制システムについてはすでに詳細に取り

上げたことがある28）。したがって本稿では，貿易企業に

適用される所得規制システムが一般のそれから乖離して

いる点のみを取り上げたい。それは以下の諸点である。

　（1）一般の企業の一般利潤税率が45％であるのに対

し，貿易企業のそれは50％であること。ただし貿易企

業が，輸出促進を目的として設立された協同組織のメン

バーとなり，自己の企業発展フォンドからこの協同組織

に投資もしくは融資した揚合には，利潤税の算定基礎と

なる利潤の5％を上限として投融資額相当分を利潤税か

ら控除することができるとされている。したがって利潤

税算定基礎の5％相当額を輸出用のプロジェクトに投融

資するならばpその時の利潤税率は，実質上，一般企業

のそれと同一水準となる訳である。

　（2）義務的予備フォンドへの繰り入れ比率は，一般

企業の揚合と同様，算定基礎のi5％であるが，一般企

業の揚合には，義務的予備フォンドの規模は，純物的フ

ォンド総額と賃金コスト総額を合計した額の6％までと

されているのに対し，貿易企業にはこうした上限が存在

しないこと。一方面易企業は，義務的予備フォンドを，

一般的な目的，つまり経営欠損や収益不足の補唄とは別

に，貿易に関連した企業間金融や共同出資に’も振り向け

ることができることになった。

　以上の（1）と（2）は，明らかに貿易企業を生産企業との

共同利害関係の創出へと誘導するためのものである。

　（3）利潤分配フォンドの形成に対して課される追加

的な累進利潤税の税率は，一般企業と同じである。ただ

し，一般企業の揚合であれば，企業の収益率に応じた減
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税措置が実施されるのに対し，貿易企業の場合には，こ

うした減税は行われない。これは貿易企業の収益が主と

して市揚での価格変動益にもとつくものであることを考

慮したためであろう。

　（4）部門間収益率格差の平準化のため高収益生産部

門には生産税が賦課されているが，同様の趣旨で貿易企

業（部門）の一部に対しては商業税が課されている。税率

の算定基礎は，粗商業マージンである。ただ，今年1月

1日から実施されている商業税率は，仲介代理企業（エ

ージェンシー）とMASPED（ハンガリー一般運輸会社）

を除けば，0％となっている（1979年までは50～50％の

税率が一般的であった）。この点を見る限りでは，今回

の規制システムによって貿易企業の租税負担は減少した

ように見えるが，しかし貿易企業の収入源である商業マ

ージン率や貿易関連手数料率etc．も同時に引き下げら

れたため，商業税の廃止イコール貿易企業の優遇とは言

えないことを確認しておく必要がある。むしろ商業税の

大幅縮小は，資本（フォンド）使用税，賃金使用税輸入

取引税，輸入価絡補助，その他生産および消費にかかわ

るさまざまの価格補助を，今回大幅に整理・縮小したの

と同様の意義をもつもの，つまり国内価格の形成をこれ

まで複雑化していた諸ファクターをこの際可能なかぎり

排除するという意図に沿ったものであったと見てよい。

おわりに

　本稿を通じてわれわれは，経済改革後のハンガリーが，

’世界市揚と国内市谷の関連強化のためにさまざまな努力

を行ってきたことを知った。改革後10年以上にわたる

年月の間に，ハンガリーの生産者達は，世界洋藍の動き

にはるかに巧みに対応しうる能力を身につけてきたと見

てよい。今回の経済規則システムの改正で競争価楕原理

が導入されたのも，おそらくこうした背景をふまえての

ことであろう（もちろんすでに述べたように，このもく

ろみが成功するか否かはいまだ明確ではないが）。もし

この競争価格原理が真に定着するならば，それは改革後

一貫して追求されてきた内外市場の直結化が最終的に完

了したことを意味するわけであり，このことはまた，ハ

ンガリーの市揚型社会主義がその生命力を実証したこと

をも意味することとなろう。

　　　　　　　　　　　　　　　（アジア経済研究所）

27）　30／1979．（XL　1）PM　szam丘rendelet，五瀦Z舵γ．

θ3舵4θZ漉”4ZZαZ伽好δη6♂8Zθ呪s2動吻02436γ6乙

28）　平泉公雄「ハンガリー経済改革の新段階」（注19

参照）。


